
（法第 28 条第 1 項関係「前事業年度の事業報告書」）

令和７年度の事業報告書

令和７年 4月 1日から令和８年 3月 31日まで

NPO法人住むケアおおいた

１ 事業の成果 

 新規受付相談 292 件、新規入居 82 件、年度末入居支援者数 399 件    

  荷揚町に移転して 2 年、大分市役所隣接地であること、通行時に認識してもらいやすいなど地

の利を得て相談者が前年比 114%増加している。行政各窓口との連携もスムーズで、相談者の属性

に応じてそれぞれの部署との協議も効率的に行うことが可能となっている。相談者に対して受け

入れ物件の不足が課題であり、不動産会社や家主への働きかけも行い、協力不動産店も少しずつ増

加傾向にある。 

  大分市居住支援協議会の大分市住宅課との共同事務局も引き続き務め、今年度は県外から講師

を招いてのセミナーの開催や、第 2 回居住支援相談会も実施した。また、県下の居住支援協議会未

設立の市町での設立促進セミナーとして、中津市・別府市において講師を務めるなど居住支援活動

の周知活動に努めた。令和 7 年７月 6 日には大阪で開催された一般財団法人住総研が主催する住

総研シンポジウムに登壇し、「つながり」をテーマとした居住支援活動の紹介や、他法人や大学教

授とのクロストークなどを行った。 

  最近は、住宅確保要配慮者のみならず、ライフステージの変化による将来の住居や身元保証など

についての不安を感じる中間層からの相談も増えている。これに応じるために、終身サポート事業

などの準備も進めている。 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 

(定款に記載した

事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の 

実施日時 

(B)当該事業の 

実施場所 

(C)従事者の人数 

(D)受益対象 

者の範囲

(E)人数 

事業費の金

額（単位：千

円） 

（１）介護ケア付

き高齢者賃貸住宅

等に関する相談及

び情報の提供並び

に紹介事業 

・住宅確保に関する相

談 

・介護ケア付き高齢者

賃貸住宅の情報提供

並びに紹介 

（A）9:30～17:00

（B）事務所 

（C）4 名 

（A）9:30～17:00

（B）事務所 

（C）4 名 

（D）高齢者 

（E）  99 名

（D）高齢者 

（E）   10 名

（1）～（3）

の事業費と

して 

190,599 千円

（２）高齢者・介護

認定者・障がい

者等に対する生

活支援住宅及び

一般民間住宅へ

の入居支援事業 

・上記以外の障がい者

等に対する住宅確保

に関する相談 

・高齢者、介護認定者、

障がい者等の民間住

宅入居契約全般サポ

ート 

（A）9:30～17:00

（B）事務所 

（C）4 名 

（A）9:30～17:00

（B）事務所 

（C）4 名 

（D）障がい

者等 

（E） 193 名

（D）住宅確 

保要配慮者 

（E） 82 名 



・入居後の定期見守り

支援 

・健康相談、生活相談等

（A）9:30～17:00

（B）事務所 

（C）4 名 

（D）住宅確 

保要配慮者 

（E） 399 名 

（３）その他、この

法人の目的を達

成する為に必要

な事業 

・大分市居住支援協議

会の事務局業務 

・取り組み紹介講演 

（A）9:30～17:00

（B）大分市 

（C）2 名 

（A）9:30～17:00

（B）大分県内外 

（C）１名 

（D）協議会

会員及び

大分市民

他 

（E）多数 

（D）居住支

援研修参

加者他 

（E）多数 

(2) その他の事業 

事 業 名 

(定款に記載

した事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の実施日時 

(B)当該事業の実施場所 

(C)従事者の人数 

事 業 費 の 金

額（単位：千

円） 

 なし   

  

（備考）

１ ２は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにし

て記載する。 

２ ２(2)には、定款上「その他の事業」に関する事項を定めているものの、当該事業年度にその

他の事業を実施しなかった場合、「実施しなかった」と記載する。 



190,600














